
　鬼北町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年鬼北町条例第193号）の規定に基づき、

平成２１年度における鬼北町の人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

平成２２年１２月２８日

　 鬼北町長　　甲　岡　秀　文

1　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）　職員の任免状況 （単位：人）

3 3 1 4

0 1 0 1

2 1 1 2

5 5 2 7

（注）　採用・退職は、平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの人数です。

（２）　部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

議　会

総　務 合併協議会廃止による事務局職員減

税　務

民　生 保育士欠員不補充による減

衛　生

商　工

土　木

＜参考＞Ｈ21.03.31の鬼北町人口12,126人

人

国体準備及び文化財保護による増

＜参考＞Ｈ21.03.31の鬼北町人口12,126人

鬼北町の人口1,000人当たり職員数 人

類似団体の人口1,000人当たり職員数 人

病　院

水　道

下水道

その他

＜参考＞Ｈ21.03.31の鬼北町人口12,126人

鬼北町の人口1,000人当たり職員数 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数（教育長は除く。）です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。
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（３）　年齢別職員構成の状況（平成２１年４月１日現在）

職員数

構成比

（４）　集中改革プランにおける定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（注）　職員数は、教育長を含んでいます。

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（参考）

（ ％）

（ #DIV/0!

（ ％）

（ ％）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。
      ２　（　％）内の数値は、進捗率を示しています。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目  
  　　　以降現年までの職員増減数の累計を示しています。                                      
　　　４　鬼北町は、規模が小さいため全体での数値目標としています。
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２　職員の給与の状況

　（１）　総括

　　①　人件費の状況（普通会計決算）

　　②　職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

      ２　職員数は、平成２０年４月１日現在の人数です。

　　③　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

平成２１年度 平成２０年度
鬼北町
類似団体
全国町村平均
全国市平均
愛媛県
都道府県平均
（注）　　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与

　　　　水準を示す指数です。

　（２）　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　　①　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２１年４月１日現在）

　　　ア　一般行政職

（国ベース）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　イ　技能労務職

（国ベース）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての

　　　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当

　　　　等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

98.1
98.7

92.3
93.9
94.6
98.4

322,737

325,414

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

48.5

49.8

317,100

49.2国

類似団体

352,007

305,400

愛媛県

325,521

364,143

319,315

平均給与月額

447,058

391,770

366,790 346,969

391,770

平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

44.7

344,588

386,133

317,900

352,352

44.0

平均年齢

330,543

279,261 299,333 290,430

91.7

99.4

93.5

98.0

94.2
99.0

21.2

千円

一人当たり給　　　　　　　与　　　　　　　費

7,832,995

　　　　　千円

給　 料

千円

16.7154,573 1,308,505

75,907 211,048

期末・勤勉手当職員手当

838,569

給与費 B/A

千円

　　計　　Ｂ

5,553

Ｈ21.3.31現在　

322,737

376,283

285,548

区　　分

鬼北町

愛媛県

47.0

国

類似団体

（参考）

20年度の人件費率

人 件 費 率

　　　　　　％

Ｂ／Ａ

　　　　％　　　　千円

実 質 収 支

　　　　　　Ｂ

人 件 費

　　　　千円 　　　　千円

区分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（２１年度末）

年度

21

21

職員数

　　　Ａ

年度 人

11,991人

区分

区　　分

鬼北町

41.5

43.0

151 551,614

千円
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　　②　職員の初任給の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円

　　③　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　（３）　一般行政職の級別職員数等の状況

　　①　一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在）

主事補・主事

主査

係長

課長補佐

課長

合　　計

（注）１　鬼北町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　（４）　職員の手当の状況

　　①　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２１年度） １人当たり平均支給額（２０年度）

千円 千円

（２１年度支給割合） （２０年度支給割合） （２０年度支給割合）

期末手当　 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当　　　　  勤勉手当

  月分   月分   月分   月分   月分   月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　　職制上の段階、職務の級等による 　　職制上の段階、職務の級等による 　　職制上の段階、職務の級等による

　加算措置 　加算措置 　加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。
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経験年数２０年～２５年未満

―
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260,700

221,900

高　校　卒

11

一般行政職

技能労務職

264,500

122,122

136,183

―
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　　②　退職手当

鬼　北　町 愛　媛　県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置　　　2％～20％加算 定年前早期退職特例措置　　　2％～20％加算

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

　　 平成２１年度 千円 　　 平成２０年度 千円

　　③　特殊勤務手当

千円

　円

　％

保健福祉課・環境衛生課職員 日額1,000円

研究手当 医師 月額165,000円

休日等勤務手当 医師 月額100,000円

へき地勤務手当 医師 月額80,000円

夜間看護手当 看護師 深夜勤務 1回6,800円

看護師 月額1,500円

病理細菌取扱手当 看護師 月額1,500円

野犬等処理手当 環境衛生課職員 野犬等処理業務 死体処理等1件300円

行路死人処理手当 保健福祉課職員 １体3,000円

　　④　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

33.50

59.28 59.28

手当の名称 主な支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２０年度）

他に医療機関がない地域勤務

25,024

47.50

23.50

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

21,437

手当の種類（手当数）

153

21,346

152

8.5

左記職員に対する支給単価

12,273

818,200

支給実績（平成２０年度決算）

25,073

感染症菌の処理業務

病理生理学の研究事務

行路死人の死体処理

レントゲン作業従事

23.50

病理細菌取扱業務

９種類

主な支給対象業務

レントゲン技術従事手当

執務時間以外の診療事務

感染症防疫作業に従事

支給実績（平成２０年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

支給実績（平成２１年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）

30.55

41.34

59.28 47.50

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

33.50
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　　⑤　その他の手当
国の制度と
異なる内容

・ 配偶者　…　13,000円 千円 円

・ 配偶者以外で扶養親族たる子、父母等

　　１人につき6,500円

　配偶者がない場合は、上記のうち

扶養手当 　 1人について11,000円

・ 扶養親族である子のうち特定期間

にある子1人につき5,000円加算

・ 借家・借間居住者 持家居住者 千円 円

月額23,000円以下の職員 　新築・購

　　月額から12,000円を控除した額 入から5年

・ 月額23,000円を超える職員 以内

住居手当 　 家賃の月額から23,000円を 2,500円

控除した額の2分の１

（その控除した額の2分の1が

16,000円を超えるときは、16,000

円）を11,000円に加算した額

・ 持家居住者…3,500円

・ 交通機関等利用者で、片道2ｋｍ以上 千円 円

全額支給限度額 55,000円

・ 特急等の２分の１加算限度額20,000円

・ 自動車等使用者

通勤手当 一般の場合

2km以上　　5km未満 2,500円 同左のとき

　 ～ 2,000円

90km以上95km未満 44,900円 ～

60km以上

　 95km以上 47,200円 24,500円

日直手当 ・ １回 4,200円 千円 円

・ 診療所長 79,500円 （参考） 千円 円

・ 総務課長 52,400円

管理職手当 ・ 課長級等 42,900円

・ 課長補佐級 31,500円

初任給調整手当 新たに採用された医師・歯科 千円 円

医師に対して支給

・ 管理職手当支給の区分に応じて 千円 円

管理職員特別 １種 10,000円

勤務手当 ２種 8,000円 （参考）

３種 6,000円 6,000円～12,000円を支給。

異

同

107,947

20,071

451,738

4,264,333

85,811

1,033

支給職員１人当たり

平均支給年額

220,560

6,148

（２１年度決算）

国の制度
との異同

支給実績
（２１年度決算）

0

内容及び支給単価手　当　名

給料表
別、職務
の級別、
区分別の
定額

8,204

異

同

10,898

18,973

同 12,793

同

0
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　（５）　特別職の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）

給　料　月　額　等

円 円 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

1ヶ月につき100分の46 退職の翌月

1ヶ月につき100分の27 退職の翌月

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）    

       勤めた場合における退職手当の見込額です。

　（６）　公営企業職員の状況

　　①　水道事業
  　　ア　職員給与費の状況

　　あ　決算
　　　純損益 　（参考）

　　　　又は 19年度の総費用に占

　　　実質収支 める職員給与費比率

 ％　 ％  

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当金を含んでいません。

      ２　職員数は、平成２０年４月１日現在の人数です。

　イ　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況

歳 円 円

（注）　①　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。  

　　　　②　基本給は、給料及び扶養手当です。

7.06.822,822

千円　

754,000

7,814,880円

備　　　　考

町 長

Ｂ　

職員給与費

Ｂ／Ａ

総費用に占める

職員給与費比率

期
末
手
当

町 長 896,000

平均月収額基本給

467,200

480,000

（参考）類似団体における最高／最低額

千円

職員数

42,118

総費用

Ａ  

千円　

337,276

年度

副 町 長

千円　

議 長

240,000

188,000

　　（平成２１年度支給割合）町 長

副 町 長

議 員

　　（平成２１年度支給割合）

173,000

3.35

議 員

11,341

　　　　　

区　分

年度 人

3

21

5,540

副 議 長

区　　　分

16,620

給　 料

850

　　　　給与費 　

4,429

　　計　　Ｂ

21

報

酬

副 議 長

副 町 長 689,000

議 長

給

料

486,6624,041,146鬼 北 町 46.3

区　　分

区　分

平　均　年　齢

一人当たり

職員手当 期末・勤勉手当

退
職
手
当

千円千円 　　　　　千円 千円

603,000

16,648,320円

3.35
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　ウ　職員の手当の状況

　　あ　期末手当・勤勉手当

千円　

支給割合及び加算措置の状況は、

一般行政職と同じです。

　　い　退職手当の支給率等は、一般行政職と同じです。

　　う　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。

　　え　その他の手当

円

円

円

円

　　②　病院事業
  　　ア　職員給与費の状況

　　あ　決算
　　　純損益 　（参考）

　　　　又は 20年度の総費用に占

　　　実質収支 める職員給与費比率

 ％　 ％  

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当金を含んでいません。

      ２　職員数は、平成２１年４月１日現在の人数です。

　イ　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況

歳 円 円

（注）　①　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。  

　　　　②　基本給は、給料及び扶養手当です。

6.0 5.1

10,971

　　計　　Ｂ

54,857

23,695,721 914,288

21 911,471 △ 35,754 54,857

年度 千円　 千円　 千円　

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ

総費用に占める

職員給与費比率

区　分
総費用 職員給与費

鬼 北 町 44.1

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

23,521

期末・勤勉手当

8,738

職員手当

人 千円

　　　　給与費 　

　　　　　千円 千円 千円千円

21 5 22,598

区　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　 給　 料

年度

一人当たり

支 給 実 績 （ 平 成 ２ １ 年 度 決 算 ） 269

1,507

１人当たり平均支給額（２１年度）

鬼北町

手　当　名 内容及び支給単価

職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ０ 年 度 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）

（２１年度決算） 平均支給年額
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる
内容 （２１年度決算）

支給職員１人当たり

84,000扶養手当 一般行政職と同じです。 同 210 千円

住居手当 一般行政職と同じです。 同

通勤手当 一般行政職と同じです。 同

管理職手当 一般行政職と同じです。 同

134

支給実績

147

49

257,400

0 千円 0

257 千円

81,360203 千円
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　ウ　職員の手当の状況

　　あ　期末手当・勤勉手当

千円　

支給割合及び加算措置の状況は、

一般行政職と同じです。

　　い　退職手当の支給率等は、一般行政職と同じです。

　　う　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。

　　え　その他の手当

円

円

円

支給職員１人当たり
平均支給年額

86

（２１年度決算）

支給実績
手　当　名 内容及び支給単価

16,800住居手当 一般行政職と同じです。 同 84 千円

1,098 千円 219,600

（２１年度決算）

一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる
内容

扶養手当 一般行政職と同じです。 同

1,748

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ０ 年 度 決 算 ） 114

職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算） 114

職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） 86

支 給 実 績 （ 平 成 ２ １ 年 度 決 算 ）

鬼北町

１人当たり平均支給額（２１年度）

通勤手当 一般行政職と同じです。 同 97 千円 19,440
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　（１）　勤務時間（平成２１年４月１日現在）

１日の
勤務時間

始　業 終　業 休憩時間 週休日

８時間
午前
８時３０分

午後
５時１５分

４５分 土・日曜日

（注）１　所属所によっては、始業、終業、週休日等が上記と異なる場合があります。
　　　２　町民課窓口については、交替で休憩しています。

　（２）　休暇
　　　ア　休暇の種類　

年次有給休暇 　一の年ごとにおける休暇で、希 ・一暦年につき２０日
望する時期に理由を問われること 　（２０日以内の繰越有り）
なく取れる。

病気休暇 　負傷又は疾病のため療養する必 ・　公務災害、通勤災害の場合は、
要がある場合の休暇。 　必要と認められる期間

・　結核性疾患は１年、その他の
　負傷又は疾病は９０日を超えな
　い範囲で必要と認められる期間

特別休暇 　特別の事由により勤務しないこ （主な休暇と期間）
とが相当である場合の休暇で、勤 ・　産前休暇：８週間以内に出産予
務しないことがやむを得ないと認 　定の女子職員が申し出た場合に、
められ、かつ条例等で規定されて 　出産日までの申し出た期間
いること。 ・　産後休暇：出産日の翌日から８

　週間
・　忌引：親族が死亡した場合は、
　７日以内の期間
・　その他、選挙権の行使、結婚、
　ボランティア活動に参加する場
　合等がある。

介護休暇 　２週間以上にわたり日常生活を 　介護を必要とする一の継続する
営むのに支障があるものの介護を 状態ごとに、連続する６月の範囲
する場合の休暇。 内において必要と認められる期間

　　　イ　年次有給休暇の取得状況（各年１月１日～各年１２月３１日）
平均取得日数 取得率

8.5日 22.4%
9.5日 23.8%

　（３）　育児休業等
　地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、鬼北町職員の育児休業等に関する条例を制定
しています。
　育児休業は、職員が任命権者の承認を受けて、３歳に満たない子を養育するため、子が３歳に
達する日までの期間を限度として、職務に従事しないことを可能とする制度です。
　部分休業は、職員が任命権者の承認を受けて、３歳に満たない子を養育するため、子が３歳に
達する日まで、正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて１日を通じて２時間を超えない範囲内
で３０分を単位として職務に従事しないことを可能とする制度です。
　なお、育児休業期間は無給、部分休業期間の給与は減額となります。

休暇の概要、取得の要件等 取得可能日数等

１週間の
勤務時間

４０時間

有
　
　
給
　
　
休
　
　
暇

種　　類

平成２０年
平成２１年

無
給
休
暇
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　　　　　育児休業等の取得状況（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）
男性 女性 合計

0人 4人 4人
0人 4人 4人
0人 0人 0人
0人 0人 0人

　育児部分休業取得者数

うち新規取得者数

うち新規取得者数

　育児休業取得者数
区　　分
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況

　（１）分限処分
　　　　　分限処分とは、職員が職務を十分に果たし得ない場合に、公務の能率の維持およびその
　　　　適正な運営の確保を目的としてなされる不利益処分で、重いものから、免職、降任および
　　　　休職があります。

　　　　　平成２１年度における分限処分は０件です。

　（２）懲戒処分
　　　　　懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対し道義的責任を問うことで規律と公務遂行の
　　　　秩序を維持することを目的としてなされる処分で、重いものから、免職、停職、減給およ
　　　　び戒告があります。

　　　　　平成２１年度における懲戒処分の内訳は０件です。

５　職員の服務の状況
　（１）服務とは
　　　服務とは、組織の中で守るべき基本的義務のことで、服務規律は、国、地方公共団体、民間
　　企業を問わず、ほとんどの組織で設けられています。
　　　公務員は、憲法第１５条第２項が「すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者
　　ではない。」、また、地方公務員法第３０条が「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利
　　益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければなら
　　ない。」と規定しているように、その立場や職務の特殊性から、勤務時間外あるいは職場外に
　　おける規制や退職後にも及ぶ規制など、民間企業にはみられないような特別な規制が法律によ
　　って課せられています。
　　　服務の具体的内容は、地方公務員法で次のようなものが定められています。
　　 ①　服務の宣誓 第３１条

②　法令等及び上司の職務上の命令に従う義務 第３２条
③　信用失墜行為の禁止 第３３条
④　秘密を守る義務 第３４条
⑤　職務に専念する義務 第３５条
⑥　政治的行為の制限 第３６条
⑦　争議行為等の禁止 第３７条
⑧　営利企業等の従事制限 第３８条

　（２）　鬼北町の状況（平成２１年度）
　　　職員に対して、「交通ルールの遵守」、「適正な綱紀粛正の取組」、年末年始における服務
　　規律の確保」等を通知し、公務員として責任ある行動を取るように周知徹底しました。
　　　また、補助金など公金の取り扱いについても、住民の信頼を損ねることのない適正な取り
　　扱いをすることなど、服務規律の確保について周知徹底しました。

12



６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

　　鬼北町では、全体の奉仕者としてふさわしい人格教養と職務遂行に必要な知識及び
　技能を修得させるため、鬼北町職員研修規則に基づき研修を実施しています。

　（１）研修の状況（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）
参加人数等

基本研修 ・所属する上部機関等による研修
一般研修 ・接遇についての研修 66人 

・保育所職員研修 57人 
・介護職員研修 10人 
・新規採用職員事前研修 3人 
・新規採用職員研修 3人 
・社会教育主事講習 1人 
・中堅職員研修 1人 
・係長級研修 1人 
・管理職員研修 1人 
・新規採用職員研修 3人 
・地方自治法講座 1人 
・危機管理講座 1人 
・一日自治大学校 2人 
・政策事例研修 1人 
・行政法研修 1人 
・市町村アカデミーでの研修 3人 

職場研修 ・職場内研修（ＯＪＴ） 全職員

　（２）勤務成績の評定の状況
　　　　鬼北町では、鬼北町職員勤務成績評定要綱に基づき定期的に勤務成績の評定を行
　　　い、人事管理の基礎資料とし、公務能率の発揮及び増進を図っています。
　　　　評定は、評定を受ける職員が所属する課等の管理職（評定を受ける職員が課長級
　　　のときは副町長）が評定者として、勤務成績、能力、適性について評定し、副町長
　　　が調整をして、任命権者が確認をします。評定結果は、勤勉手当への反映、昇任・
　　　昇格等及び指導研修等に活用しています。

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

　（１）福利厚生制度に係る負担金の状況（全会計）
　　職員の心身の健康保持及び公務能率を増進させるための福利厚生制度には、病気・
　負傷などの短期給付と退職後の生活安定を図る長期給付等があります。

愛媛県市町村職員共済組合負担金
愛媛県市町村互助会負担金
法定検診の受診者
人間ドック等の受診者

　（２）公務災害、通勤災害の状況（全会計）
　　公務において職員が傷病を負ったり死亡した場合に補償される制度です。

公務災害補償基金負担金
公務災害の認定件数
通勤災害の認定件数 0件 

派遣研修

2件 

52人

1,186千円

122人

平成２１年度決算

区　　　分 研　修　名　称

区　　　分

平成２１年度決算

223,505千円
1,460千円

区　　　分

専門研修
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　（３）安全衛生について
　　　労働安全衛生法に基づき、職員の安全及び健康を確保するとともに、快適な職場
　　環境の形成を促進するため衛生委員会を設置しています。衛生委員会の構成は、衛
　　生管理者と各課等から選出した委員の合計１６名です。

　（４）勤務条件に関する措置要求の状況
　　　　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、愛媛県人事委員会に対して、
　　　地方公共団体の当局により適当な措置が執られるべきことを要求することができる
　　　こととされています。

　平成２１年度の措置要求件数 　　０件

　（４）不利益処分に関する不服申し立ての状況
　　　　職員は、懲戒処分等その意に反すると認められる不利益な処分を受けたときは、
　　　愛媛県人事委員会に対して、不服申し立てをすることができることとされています。

　平成２１年度の不服申し立て件数 　　０件
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